
「源泉所得税の納税手続」

【開始届出書を作成する】

e -Taxを利用して源泉所得税が納付できます！
国税電子申告・納税システム（e-Tax）による納付手続は次のとおりです。

ご利用開始までの流れ （e-Taxソフト（WEB版）を利用する場合）
※　e-Taxソフト（WEB版）はWebブラウザ上で納付手続を利用できます。なお、パソコンにe-Taxソフトをインストールし
　て納付手続を利用することも可能です。

e-Taxをはじめてご利用になる場合は、e-Taxの開始届出書の提出（送信）が必要です。
e-Taxソフト（WEB版）を利用して開始届出書の提出（送信）を行うと、利用者識別番号を通

知する画面が表示されます。

①　ダイレクト納付（e-Taxによる口座振替）を利用する場合
　　ダイレクト納付利用届出書を所轄の税務署へ提出します。

②　インターネットバンキングで納付を行う場合

③　クレジットカード納付を利用する場合

※1　e-Taxの開始届出の方法は、他にも、e-Taxホームページの「e-Taxの開始（変更等）届出書
作成・提出コーナー」を利用する方法や所轄税務署に書面で提出する方法があります。
2　e-Taxソフト（WEB版）の操作方法については、e-Taxホームページ（e-Taxソフト（WEB版）
ご利用ガイド）をご覧ください。

1 e-Taxソフト（WEB版）の準備をします。

2 e-Taxの開始届出を行います。

3 税務署又は金融機関等に対し納付のための手続（準備）を行います。

スマートフォンなどを利用して源泉所得税が納付できます。

スマートフォンやタブレット端末からも、e-Taxソフト（WEB版）を利用することにより、源泉所得税を納付できます。

　個人事業者の方は e-Tax からダイレクト納付利用届出書を提出（送信）することができ、金融機関届出印や電子証
明書が不要となります。
　書面でダイレクト納付利用届出書を提出していただいてから利用可能となるまでに１か月程度かかりますが、
e-Tax での提出（送信）の場合は、１週間程度でご利用できます。
　ダイレクト納付利用届出書の記載方法や、ご利用可能な金融機関等の詳細については、国税庁ホームページ「源泉
所得税の納税手続」の「ダイレクト納付」でご確認ください。
　なお、e-Tax の徴収高計算書データを送信する画面で、「自動ダイレクトを利用する」旨の項目にチェックを入れ
て送信することで、法定納期限当日（法定納期限当日に手続をした場合は、翌取引日）に自動的に口座引落しにより
納付を行うことができます。

　利用可能なクレジットカードをご準備ください（利用可能なクレジットカード等の詳細については、国税庁ホーム
ページ「源泉所得税の納税手続」の「クレジットカード納付」でご確認ください。）。
　※　納付税額に応じた決済手数料がかかります（決済手数料は、国の収入になるものではありません。）。

④　スマホアプリ納付を利用する場合
　スマートフォンをご準備ください。
　※１　納付税額が30万円以下の方が納付するための手続です。
　※２　事前にPay 払い（〇〇ペイ）へのアカウント登録及び残高のチャージが必要です。

　金融機関とインターネットバンキングの契約をします。利用するためには、お取引先の金融機関で「税金・各種料
金払込みサービス」（ペイジー）が提供されている必要がありますので、あらかじめ金融機関にご確認ください。

　納付手続は、次のとおり様々な方法がありますので、ご自身で選択し、納付手続を行ってください。
　なお、各納付手続の詳しい内容については、国税庁ホームページ「源泉所得税の納税手続」
（https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/index/gensen_nouzei/cashless.htm）
をご覧ください。

　詳しくは、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）、e-Taxホームページ（https://www.e-tax.nta.go.jp）を
ご覧ください。

これで納付のための手続（準備）は完了です。具体的な納税のしかたについては次ページをご覧ください。

ご利用開始までの流れ

　e-Taxソフト（WEB 版）をご利用になる際に、事前準備セットアップが必要な場合があります。事前準
備セットアップについては、e-Taxホームページ「e-Taxソフト（WEB 版）のご利用に当たって【パソコン】」
をご確認ください。

還付のための申告は、ご自分で作成して、早めに提出しましょう！

還付申告に当たっての注意事項〜給与所得者用〜

　多額の医療費を支払ったり、令和 8 年中に住宅をローンで購入された場合などで、源泉
徴収された所得税及び復興特別所得税の還付を受ける方は、確定申告が必要です。
　確定申告書の作成に当たっては、復興特別所得税の記入漏れのないようご注意ください。
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○�　令和 8年分の確定申告の相談及び申告書の受付期間（確定申告期間）は、令和 9年 2月
16 日（火）から同年 3月 15 日（月）までです。
　　なお、還付申告は、令和 9年 2月 15 日（月）以前でも行うことができます。
○�　税務署の閉庁日（土・日曜・祝日などの休日）は、通常、相談及び受付は行っており
ませんが、申告書は、e-Tax による送信、郵便若しくは信書便による送付又は税務署の
時間外収受箱への投函により、提出することができます。

還付申告に当たっての注意事項〜給与所得者用〜

ふるさと納税をされた方へ

ふるさと納税は、地方公共団体への寄附金として、確定申告における寄附金控除の対象となり、ふ
るさと納税の金額について一定の限度額までは、その金額から 2千円を差し引いた金額が所得税と
翌年度の個人住民税から控除されます。
なお、確定申告を行う方は、ふるさと納税ワンストップ特例の申請が無効となるため、ワンストッ
プ特例の申請をした分も含めて寄附金控除額を計算する必要があります。

　「確定申告書等作成コーナー」では、画面の案内に沿って金
額等を入力するだけで、申告書等の作成・e-Tax による送信（提
出）ができます。自動計算されるので計算誤りがありません。

作成コーナー

◎申告書の作成は「確定申告書等作成コーナー」から！

　国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」からマイ
ナンバーカードを利用して e-Tax で申告する際、「給与所得の
源泉徴収票」等※の情報をマイナポータル経由で取得し、​確定
申告書の該当項目へ自動で入力することができます（マイナ
ポータル連携）​。
※マイナポータル連携の対象となるには、お勤め先（給与等の
支払者）が給与所得の源泉徴収票等を e-Tax、認定クラウド等
又は eLTAXで提出していること等の要件があります。

詳しくは、国税庁ホームページ
「給与情報のマイナポータル連携」
特設ページをご確認ください。

※ マイナンバーカード及び電子
証明書の有効期限にご注意くださ
い。有効期限や更新手続等の詳細
は、こちらをご確認ください。

◎確定申告書作成時に給与所得の源泉徴収票の情報が自動で入力できます！

医療費控除を受ける方へ

申告する方やその方と生計を一にする配偶者その他の親族のために、令和 8 年中に支払った医療
費がある場合は、次のとおり計算した金額を医療費控除として、所得金額から差し引くことがで
きます。

（  　　　　　  ）｛　   （  　　　　  ）｝令和 8 年中に
支払った
医療費の総額

保険金などで
補てんされる
金額

− 10 万円
所得の合計額が 200万円
までの方は所得の合計額
の 5%

− ＝ 医療費控除額
（最高200万円）

デジタル庁
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https://www.keisan.nta.go.jp/kyoutu/ky/sm/top#bsctrl
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/mynumberinfo/kyuyogensenjoho-top/userpage.htm
https://digital-gov.note.jp/n/nff8306c9b552



